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　以下では住民基本台帳人口に関するデータのうちその精度に関する手がか










に未提出世帯の比率は，1995 年調査の場合 0.5％（2000 年調査では 1.7％），で
あった。また，調査票の回収を近隣などからの聞き取りで代用した世帯の比率
である「年齢不詳」の比率も，1995 年調査の場合，全国では 0.10％（2000 年





　住民記録に関する行政機関の業務は，1951 年 1 月～ 1967 年 11 月 9 日は
住民登録法（1951 年法律 218 号）に基づくものであり，1967 年 11 月 10 日














　前者の 1951 年度～ 1978 年度を対象とする公表データは，各年度末（翌年
3月末分）の人口総数と世帯総数だけの集計結果であった（1958 年 4 月から
は人口総数を性別に区分して表章）。これに 1979 年度分の公表からは人口動
態（住民票の記載数・消除数とその内訳）に関する集計結果が加わり，さら


























　次節において示すように，1980 年代～ 1990 年代の「住民記録業務」が手
表 2－ 3　 住民記録業務の電算処理
実施率（1982 年）
表 2－ 2　住民記録の電算処理実施率









 1） 住民登録法第 25 条は国外移住届の提出だけを義務付けていた。
 2） 1964 年刊行分の書名は『全国人口・世帯数表』，1968 年～ 1980 年刊行分の書
名は『住民基本台帳に基づく全国人口・世帯数表』，1981 年～ 1993 年刊行分の
書名は『住民基本台帳に基づく全国人口・世帯数表動態表』，1994 年以降刊行
分の書名は『住民基本台帳人口要覧』である。
 3） 1958 年 3 月分から「国内転入者」数の性別集計が，2005 年分から「前住所な
しの転入者」数の集計が，年齢別集計 2010 年分から年齢別集計が公表される
ようになった。
 4） 自治大臣官房情報管理官室（1975 ～ 1982）情報政策研究会（2001）
 5） 自治大臣官房情報管理官室（1982）







および「静態人口」である年度末の 3月 31 日現在の「性別年齢別人口」「世
帯総数」から構成されている。
　このうち「人口動態」は「自然増加」と「社会増加」に区分されており，


































た移動人口である。表 3－ 1 に各統計が把握した全国についての 1979 年度
～ 2009 年度の「自然増加」「社会増加」の推移を示した。
　まず「自然増加」の計数について検討しよう。





1991 年度以降は 1995 年度を除いて逆転している。この時期の両者の差は－




下回っている年次の方が多い。この時期の両者の差は－ 7284 人～＋ 184 人





















































よる人口動態データの公表が始まった 1979 年度から 2000 年度までの両月の
移動者の年度総数に対する比率をみると，44％～ 52％の範囲で推移してい
る（表 3－ 3）。この期間について 3月末日が届出の受付が市区町村役場で
通常行われない日曜日であった年次（1985 年・1991 年・1996 年）における
移動者の実数をみると，前後の年次とも3月と4月の合計は220万人台であっ
たが，この 3年次には 3月の移動者の実数が前後の年次より 6万人～ 11 万
人も減り，これに対応して翌年度に属する 4月の移動者が大幅に増える傾向















表 3－ 3　3月・4月の合計転入者に占める 3月の転入者



















　「その他」の計数は，公表が始まった 1979 年度から 10 年間近くは「記載」「消
除」とも一年度当たり 30 万人台の高い水準で推移していたが，1980 年代末
からは減少に転じた。その後，減少は止まり，1993 年度以降は「記載」の「そ
の他」の計数は一年度当たり 10 万人前後の水準にあり，「消除」の「その他」
も同じく 6万人～ 10 万人の水準で推移している。
　上述の全国についての「記載」「消除」における「その他」の計数のうち
大都市所在都道府県が大半を占め，特に東京都分はこの期間において全国の
3分の 2から 4分の 1を占めている。この比率は総人口における比率よりも
大幅に高い。
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の全国についての計数は一部しか入手できなかった 6）が，東京都について
は 1970 年代から 2005 年 3 月以前分の「従前の住所なし」の転入者の実数が
公表されているので，表 3－ 5 に 1979 年以降のものを掲げた 7）｡ この計数
は 1970 年代初めには毎年 2万人弱の水準で推移していたが，徐々に減少し
1980 年には 8000 人を下回り，1990 年代中頃には 3700 人未満となった。そ
の後は1990年代後半まで4000人台から5000人台前半で推移している。他方，
東京都分の「記載」の「その他」の総数は 1980 年代前半までは 20 万人台で




















3－ 6・表 3－ 8では，大都市の範囲を 1990 年 3 月末現在の住民基本台帳人
口が 50 万人以上の都市および東京都の特別区とした。1983 年度の大阪府堺
市の 6202 人（前年度は 589 人，翌年度は 759 人），1987 年度の札幌市豊平
区の 723 人（前年度は 117 人，翌年度は 146 人），1987 年度の京都市上京区
の 4124 人（前年度は 5人，翌年度は 80 人）など大幅に変動している例が多
数みられる。
　表 3－ 7には表 3－ 6に示した以外の市町村における「記載」の「その他」
が 50％以上急増・急減した例を示した。1980 年度だけは前年度の計数が公
表されていないので，次年度の計数だけしか示していない（表 3－ 7～表 3
－ 9も同じ）。
表 3－ 7　記載数急増減の例（大都市以外）
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表 3－ 8　消除数急増減の例（大都市）




年度の京都市左京区の 13354 人（前年度は 27 人，翌年度は 302 人），同市中
京区の 12914 人（前年度は 18 人，翌年度は 192 人），1988 年度の神戸市東
灘区の 7657 人（前年度は 394 人，翌年度は 408 人），1990 年度の名古屋市
千種区の 9982 人（前年度は 38 人，翌年度は 40 人），1991 年度の大阪市平
野区の 7304 人（前年度は 46 人，翌年度は 172 人）など大幅に変動している
例が多数みられる。
　表 3－ 9には表 3－ 8に示した以外の市町村における「消除」の「その他」
が 50％以上急増・急減した例を示した。
　表 3－ 6 ～表 3 － 9 に示した市区町村以外にも前後の年度と比べて 50％
表 3－ 9　消除数急増減の例（大都市以外）
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　表 3－ 10 にはメディアによる報道および住民基本台帳を管理している自
治体自身が発行した統計書などにおいて上述の「記載」「消除」の「その他」
に急増・急減が生じた事情が明らかにされている例を示した。1983 年度の
大阪府堺市の総人口の約 2800 人増（対同年度末総人口比 0.3％），1987 年度
の京都市の同 44672 人減（同 3.1％），同じく 1987 年度の神戸市の同 14315
人減（同 1.0％），1990 年度の北海道岩見沢市の同 3945 人減（同 4.9％）な
どが大きな変動の例である。
　上述のように多数の市区町村の人口動態の「その他」の区分において一年












 6） 全国についての 2004 年以前分のデータは報告書に掲載されていない。総務省
統計局（2002 ～ 2010）ただし，伊井（1993）によれば，1991 年についての「従
前の住所地なし」は 28399 人であった｡
 7） 東京都総務局統計部人口統計課（1980 ～ 2006）
 8） 総務省統計局によって 5年に 1度実施されている就業構造基本調査も，対象者




抹消されていると指摘している。なお，1980 年代～ 1990 年代の矯正施設に入
所していた受刑者数は 4万人前後で推移していた｡ 総務省統計局（2011）




















20 代後半の男性では 3.3％に達している。しかし，1980 年調査～ 2000 年調
査にみられる推計人口に対する各年齢層における下回りは，1990 年調査の





















































う。「全年齢計」人口および相違が最も大きいと予想される 10 代後半～ 20





　表 4－ 3・表 4－ 4 には，表 4－ 2と同様に中小都市における両統計の相
違の状況を三大都市圏内に所在する都市とそれ以外に分けて示した。「国勢
調査」時点の年齢別外国人登録人口との合算人口が入手できた都市だけを掲
げた 3）。表 4－ 5 には，他県とは異なり郡部を含む県域全部について年齢別
人口データが入手できた奈良県について 8都市および「郡部」のデータを掲
げた｡ 三大都市圏内の各中小都市，一部の三大都市圏外の中小都市（福井市・
長野市・松本市），奈良県の 5都市には表 4－ 2 とほぼ同様の傾向が認めら
れる。他方，上記 3市以外の三大都市圏外の中小都市（足利市・桐生市）お
よび奈良県の残りの 5都市および「郡部」4）では，両統計は表 4－ 2とは概
ね逆の関係となっている。
　若年層における両統計の差には，山田（2010a）などで指摘したように住
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注
 1） 総理府統計局・総務庁府統計局・総務省統計局（1981 ～ 2010）
 2） 2005 年国勢調査結果と同時点の年齢別住民基本台帳人口データの間にも入手で
きた町村は限られているが，ほぼ同様の相違が認められる。山田（2009）山田
（2010a）山田（2010b）山田（2011a）山田（2011b）。
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部が国勢調査において「日本人」と回答した可能性は否定できない。
 4） 郡部を個別町村別にみると，37 町村のうち 27 町村において「全年齢計」では
国勢調査人口が住民基本台帳人口を下回っている。国勢調査人口が住民基本台


































































　以下のうちインターネット収録の文書は 2011 年 5 月～ 6 月に収録を確認した。新
聞記事は，日本経済新聞デジタルメディア社が提供する「日経テレコン」による収録
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